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研究成果の概要（和文）：企業統計に関しては、法人企業統計と経済センサスで公表される法人企業数には無視
できない相違がある。総務省統計局と協力した試験的な照合結果によって、総務省の名簿に掲載されていない法
人は規模が小さい場合が多く、従来の統計でも、経済活動の実態はおおむね正確に捕捉されていたことが判明し
た。世帯統計に関しては、秘匿措置に関する安全性と研究上の有用性の両面からの評価基準を整理し、公的統計
に対して有効な手法を提案した。研究分担者の松本は、家計のエネルギー消費活動に関する研究を実施した。
　事業所に関する調査についても、国税庁および国土交通省に協力して調査設計を検討し、統計の整備および分
析に取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：As for the number of business corporations, there is a non-negligible 
difference between two major statistics, namely, Ministry of Finance (MOF) and Statistics Bureau 
(MIC). Cooperating with the Statistics Bureau, we found that corporations missing in the list of MIC
 were often small in scale, and conventional statistics have generally accurately captured the 
actual state of economic activity. Regarding household statistics, we systematically evaluated 
criteria for disseminating statistics from both the safety and usefulness of research on 
confidentiality measures, and proposed an effective method for official statistics. We also 
conducted research on household energy consumption activities.
We further cooperated with the National Tax Agency and the Ministry of Land, Infrastructure, 
Transport and Tourism to improve the survey design, and worked on the development and analysis of 
statistics.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
(1)最も重要な企業統計である「法人企業統計」と「経済センサス」に関して、名簿整備の問題点を明確にした
うえで解決の方向を明らかにした。その結果は、日本の企業・事業所統計全体の精度向上に貢献できる。(2)公
的統計のミクロデータ提供に際して課題となる、利用者にとっての有用性と、個別情報の秘匿という対立する課
題を解決する適切な統計的情報開示管理の手法を提示し、研究者全体のデータベースが作成できる。(3)世帯ミ
クロデータを利用して、家計のエネルギー消費活動に関する研究を実施した。これは環境問題に対する貴重な視
点を与える。(4)いくつかの公的統計の改善に協力した。その成果は、研究者集団が共有できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通）

１．研究開始当初の背景
　これまで本研究の代表者が政府の統計機関と協力して実施してきた分析の経験を踏まえて、さ
らなる改善を実現するために、企業に関する統計と世帯に関する統計を対象として、公的統計全体
の精度向上を図るとともに、ミクロ統計データを利用するための基盤整備は重要な課題であった。
企業統計に関しては、財務省「法人企業統計」と総務省「経済センサス」における母集団名簿

情報の相違について、その原因を特定し、作成された統計の精度に与える影響を評価する必要が
ある。法人企業の比較については、美添の試験的研究があり、具体的な作業手順を含めて、課題
は明確となっていた。
世帯統計に関する秘匿措置と分析上の有用性の評価も、統計作成者および利用者の双方にとっ

て重要な課題であった。個別情報の秘匿に関しては統計法による厳しい基準があり、計量経済分
析など、詳細なミクロデータを必要とする研究上の利用に対する制約となっている。2007年に改
正された統計法では、公的統計は社会全体で利用される情報基盤として位置づけられ、その二次
的利用を推進するために、匿名標本データ（匿名性の確保措置を講じた調査票情報）の提供など
に関する規定が整備された。このことは研究環境を整備したものと評価されている ([1])が、統計
を真に有効に活用するためには、まだ改善すべき課題が残されていた。
２．研究の目的
(1) 　企業に関しては、財務省の法人企業統計年報（以下MOF）と、総務省統計局の経済センサ
ス（およびその前身の事業所・企業統計調査）（以下MIC）が、それぞれ母集団名簿を整備してい
るが、公表される法人企業数には無視できない相違がある。国税庁の税務統計と登記法人との間
にも差があるが、その一部は休眠法人と考えられるし、国税庁統計とMOFに関しては、名簿作
成時点の差、およびMOFで対象外となる業種など、概念を調整すればある程度正確に一致する。
一方、MOFとMICでは、小規模な非製造業で大きな差があり、SOHOなどの事業所が捕捉され
ていない可能性がある。
公的統計の多くは標本調査であり、これらの名簿はそのために利用される。企業名簿の正確性

は経済統計全体の精度に大きな影響を与えるため、代表的な二つの調査MOF, MIC における相違
を解明することは重要な課題であるにも関わらず、これまで、[3]を除いて相違の原因を明らかに
する研究は実施されていなかった。表 1はMOF, MIC 二つの統計の時系列的な対応を示してい
る。母集団概念および調査時点の調整は不十分な表とは言え、両調査の差は次第に増加しており、
最後の事業所企業統計調査が行われた平成 18（2006）年では 120万法人を超えている。MOFに
対するMICの比率も 70%程度から 55%程度と差が大きい。なお、平成 21(2009)年に開始された
経済センサス-基礎調査で差が縮小しているのは、法務省から新規登記法人名簿の提供を受けるよ
うになった効果と考えられるが、依然として差は解消されていない。

表 1. 法人企業数の時系列比較：MOF 法人企業統計、MIC事業所企業統計
年次 MOF MIC A−B B/A 事業所企業統計MICの対象・調査時点

1981/S56 1,714,885 1,186,899 527,986 69.2% 全産業 (7月 1日) 、H3までは事業所統計調査
1986/S61 1,874,121 1,267,642 606,479 67.6% 全産業 (7月 1日)
1991/H 3 2,106,584 1,561,300 545,284 74.1% 全産業 (7月 1日)
1996/H 8 2,467,846 1,674,465 793,381 67.9% 全産業 (10月 1日)
1999/H11 2,509,912 1,665,383 844,529 66.4% 全産業 (7月 1日)
2001/H13 2,607,923 1,577,725 1,030,198 60.5% 公務を除く全産業 (10月 1日)
2004/H16 2,701,573 1,529,616 1,171,957 56.6% 全産業 (6月 1日)
2006/H18 2,735,630 1,515,835 1,219,795 55.4% 公務を除く全産業 (10月 1日)
2009/H21 2,771,912 1,780,686 991,226 64.2% 全産業 (7月 1日)、H21以降は経済センサス

注：事業所統計調査における企業数の把握方法は時点によって異なる。

企業統計に関しては、法人番号が普及すれば、完全照合の手続きは大幅に縮小できることが期
待され、研究期間中にその効果を検証することもできる。法人番号は小規模企業においても利用
可能であり、今後も、異なる統計調査の間で企業や事業所の照合作業が必要となる場面は多いと
考えられる。
(2) 　世帯統計を中心とするミクロデータの提供については研究者から強い要望があり、実際、海
外の事例は多数存在する。匿名データの作成・提供に関する制度が整備されている国においては学



術研究等のために広く利用されているものの、秘匿処理の手法に関しては、詳細な手順を公開する
と秘匿が破られる危険性があるという理由で非公開とされている。一方、オランダの µ-ARGUS

のように研究者によるミクロデータ分析結果の安全性を評価する仕組みは存在する。日本の世帯
統計についても、専門的研究に対する有用性を失わせないような秘匿の方法を用いて、広く利用
可能な研究用ミクロデータを作成する工夫が求められる。
３．研究の方法
(1) 　法人企業について、財務省の名簿MOFと総務省の名簿MICをいく通りかの方法によって
照合し「MOF、MICの両方に含まれる企業」、「MOFにあってMIC にない企業」、「その逆」に
分類する。その結果を分析すれば、標本調査である財務省の調査結果と、全数調査である総務省
の調査結果における相違を業種、規模、地域ごとに集約して、企業活動の推計値に与える影響を
評価することが可能となる。以上を踏まえて、法人企業数の差が生じる原因に関するいくつかの
仮説の妥当性を検証するとともに、規模別・産業別企業活動の捕捉状況の違いが主要な経済変数
の推計値に与える影響を評価する。最後の段階では、美添 [2]が実施したように、不完全な調査項
目に関する補正方法の効果を測定することができる。
(2) 　本研究では、これまでに適用されてきた総務省の作成方法と異なる秘匿方法を用いつつ、提
供する変数の縮約はできるだけ少なく手法を提案する。その手法では、小地域の分析のためには全
数調査に近い大標本が必要であることを踏まえて、都道府県別程度の地域区分を前提として、分析
の精度を低下させないような swapping および perturbation を適用する。誤差が大きければ情報
の損失が発生するが、典型的な計量経済分析について、真のミクロデータを分析した場合と、秘
匿のための誤差を含むミクロデータを分析した場合で類似の結論が得られるのであれば、分析上
の有用性は失われない。
４．研究成果
(1) 　企業統計に関しては、[3]の試験的な分析結果では、MOF, MIC の名簿に違いがあっても、
調査結果を集計する段階ではそれぞれで追加的な情報が反映されるため、見かけよりも両調査の
差は小さい。また売上高、経常利益などの主要な変数に関しては、小規模法人が経済全体に与え
る影響は限定的であり、法人企業数の大きな違いと比較して、両調査の相違は小さいことが示唆
されていた。この点に関しては、本研究の研究期間中に法人番号の利用可能性が確実なものとなっ
たため、大きな進展があった。統計局では、令和元年経済センサス‐基礎調査 (MIC)の実施に当
たり、法人番号公表サイトから税申告のあった約 160万法人を追加した約 350万法人の事業所母
集団情報を整備して、追加した法人の属性情報（産業、売上高、従業者数等）を捕捉した。美添
は統計研究研修所客員教授を務めていることから、その実施と分析にあたって、詳細な情報の交
換を行った。
約 350万法人の内訳として、約 180万法人はMIC調査結果の属性情報があり、約 10万法人は

MIC調査以降の属性情報がある。法人番号公表サイトから追加した約 160万法人は名称、所在地
のみの情報だから、MIC調査で調査員が担当調査区内を巡回する際、これらの法人について、調
査票を配布、回収することによって、産業、売上高、従業者数等の属性情報を捕捉した。
以上の方法によって、「法人番号公表サイトからの追加法人」について、次のような特徴を明ら

かにすることができた。
• 都道府県別の状況として、「追加法人」は全国的に存在するが、主に大都市圏にその割合が多
い傾向がある。

• 用途地域別の状況として、追加法人の約 56%が住居系用途地域に存在しており、個人宅やマン
ション・低層ビルの一室とみられるものなど、小規模な法人で、外見上、事業所と認識するこ
とが困難なものが多い。また追加法人の約 33%は商業地域に存在しており、大都市のビル内な
ど、把握が困難な場所に存在しているものが多い。売上高の大きい法人もあるが、その他の多
くは設備が小さく、小規模な法人である。

• 法人類型別の状況としては以下のような特徴がある。
(a) 大手企業等の関連法人：親会社と思われる法人と同一の所在地に複数存在し、同じ担当者
がまとめて回答する場合もあるため、これまで親会社の売上高、従業者とされていた可能
性がある。これらは大都市のビル内などに存在して、把握が困難なものがある。



(b) 外資系企業：統計調査への回答に対する警戒感が強く、接触が難しい場合がある。
(c) 特定目的会社や合同会社：会計事務所内や企業内に存在する投資法人などは、外見上の把
握がほぼ不可能である。

(d) 派遣事業者等：当該所在地の事業所から給与が支給されている従業者の多くが、傘下支所
や他社事業所への派遣・出向であり、これまで派遣・出向先の従業者として回答されていた
可能性がある。これらは、設備が小さく、把握が困難である。

(e) 経営者の住居など：個人宅やマンション・低層ビルの一室などが登記されている場合、外見
上、事業所と認識することが困難である。

• H28活動調査に占める割合として、産業分類では、農林漁業（組合法人など）、電気・ガス・
熱供給業（太陽光発電等の関連法人など）、情報通信業、不動産業の構成割合がが比較的大き
い。また常用雇用者規模では常用雇用者数 5人未満の小規模な法人が比較的多い。

以上を踏まえて、令和元年 12月時点の「法人企業統計調査名簿 (MOF)」の約 293万件と「令
和元年経済センサス‐基礎調査結果 (MIC)」の法人約 355万件を名称・所在地で照合すると、次
のようになる。
(a) MOFとMICの双方に含まれている法人：215万件が一致している。これらはMICで「活動
中、休業中、活動状態不明」とされたものである。

(b) MOFにあってMICにない不一致は 40万件であり、このうち 37万件は「活動中、休業中、
活動状態不明」である。なお、このうち名称変更、移転等で基礎調査開始以降に登記情報が
変更された 19万件は、基礎調査結果の「活動中」に含まれている可能性が高い。

(c) MOFの残り 38万件は、MICで廃業・存在しないとされた法人と一致する。これらは比較的
廃業・新設が激しい小売業、卸売業、飲食サービス業が多く、事業活動の実態がないにもか
かわらず、登記が抹消されていない可能性が高い。不動産業や建設業については、雇用者の
いない業態も多く、個人宅を登記している場合もある。

(d) MICで「廃業または存在しない」法人のうち、25万件はMOFに存在していないという不一
致があるが、これは双方とも正しいといえる。

(2) 　総務省に設置されている「匿名データの作成及び提供に関する検討会議」には、美添と、元
山が座長および委員として参加しており、これまでにも多数の統計に秘匿手法を適用して、その
安全性を確認してきた。これまでも、総務省統計局では、世帯・個人に関する統計に関して「匿
名データ」と呼ばれるミクロデータを研究者向けに提供しており、各調査は世帯や個人が特定さ
れないように必要な匿名化処理を適用している。匿名化のための基準作成には美添も協力したが、
たとえば分類を粗くする、世帯人数は 8人以上をまとめて表示する、外れ値となる世帯を除外す
る、などが基本的な手法である。
なおミクロデータに関する秘匿作業は、氏名や住所を消去すればよいといった単純なものでは

なく、夫婦に子供ふたりという典型的な世帯であっても、都市、世帯員の年齢と就業状況、世帯
主の職業、住居の状況など、外形的に得られる情報だけから世帯が特定される確率は必ずしも低
くない。高層マンションに居住する 10人家族であれば、それだけでも数は限定される。世帯や個
人に関する統計は通常は標本調査であり、地域属性、年齢階級、所得階級などを適切に集約する
ことによって、個人を特定できる可能性を十分に低くできる。実際、総務省ではある程度、秘匿
性の高いミクロデータを提供しているが、現状では詳細な分析のためには不十分であり、たとえ
ば年齢階級 3区分、地域 10区分では限られた分析しかできない。
以下では、今回提案した手法について、概要を紹介する。基本的な考え方は、地域情報の swapping

である。都道府県の内部で swapping および perturbation を適用することによって、個別情報を
ほぼ完全に秘匿しながら、計量分析の精度を低下させないミクロデータセットを作成することが
できる。
いくつかの統計について確認した範囲では、クロス集計や計量分析に関して、真のデータセッ

トを利用した場合との違いは、標本抽出によって発生する誤差より小さい。したがって、専門的
研究に対する有用性を失わせないような、広く利用可能な研究用ミクロデータを作成することが
可能となる。



総務省統計局で提供している匿名データは、現時点では、利用資格は大学等や学術研究を目的
とする機関に所属する研究者又は当該機関などに限定されている。これに対して、本研究で提案
している方法によれば、広範囲の利用者に提供できるミクロデータを作成できて、より効果的な
二次利用が実現できる。
なお、秘匿技術の詳細を公開すると、実際にデータセットを提供した場合、秘匿が破られる危

険性が増加するため、秘匿手法に関する情報は、当面、少数の関係者だけで共有している。
(3) 　松本は、家計のエネルギー消費活動に関する研究を継続的に実施した。2050年に温室効果ガ
スの排出量を実質ゼロにするという目標達成に向けて、政府はGX実現に向けた基本方針を 2023

年 2月に閣議決定した。その基本方針にはカーボンプライシングの活用計画が示されている。本
研究では、世帯に関する公的統計のミクロデータを利用することで、カーボンプライシングの家
計のエネルギー消費や経済厚生に対する影響を確認した。これまで、家計単位のエネルギー消費
状況を知ることのできる調査としては全国消費実態調査（全消調査、現：全国家計構造調査）が
あったが、2017年度より家庭部門のCO2排出実態統計調査（家庭CO2統計）が新たに利用でき
るようになっている。前者の全消調査には、エネルギーの支出額しか分からない、調査月が 9月
から 11月に限られている、細かな居住地の情報が分からないといった制約があったが、後者の家
計CO2調査ではこうした制約が取り除かれており、より精度の高い分析が可能になっている。具
体的には、家計CO2調査のデータを用いることで、地域や世帯により省エネへの取り組み能力が
どれ位異なるか、家計がどのような用途にどれ位のエネルギーを使っているか、家計が省エネ投
資や省エネ活動をどの様に実践しているかなどを示すことができた。調査結果を複数の英文査読
誌に掲載できた理由のひとつは、毎年調査を継続しているなど家計CO2調査のデータが諸外国の
データにはない特色を備えていることにあると考えられる。
今後の研究発展のためには、データ利用方法に関する改善が必要である。統計法 33条による利

用には制約が大きいため、国際的な水準の研究を促進するためには、精度の高い匿名化標本を提
供することが望まれる。本研究の成果は、その意味でも有用である。
(4) 　本研究に関連して実施した理論的・実践的な研究の成果は次のとおりである。
• 美添は、事業所に関する統計調査に関して、国税庁との共同研究を実施して会社標本調査およ
び民間給与実態統計調査の改善方向を検討したほか、国土交通省に協力して建設業に関する統
計の整備および分析に取り組んだ。後者については、[4]など、研究の一部を論文および学会
報告として公開する準備を進めている。さらに美添は、統計分析の基礎を与えるベイズの手法
についても、原理的な問題の整理に取り組んだ。

• 元山は、公的統計の精度を評価するため、標本調査によって得られたデータから計算される統
計量の精度を数理的に評価するため、有限母集団からの標本に基づくいくつかの統計量の漸近
分布の導出を行った。さらに、実データを利用した経済分析、および公的統計の利用の観点か
ら、より広い統計数理の研究も行った。

• 荒木・保科は公的統計の「社会の情報基盤」としての役割と、それを活用する人材教育および
AI・データサイエンスの発展との関係性に留意して、公的統計の提供方法のあるべき方向性に
ついて検討を行った。さらに、保科は複数の公的統計データを統合して 全国各市区町村の類
似度を評価する研究を実施した。
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